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大阪市消防局  

 

 大阪市内で国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業の特定認定申請を行う場合は、特

定認定申請書の添付書類として「消防法令適合通知書」が必要となります。「消防法令適合

通知書」は所轄の消防署長宛てに交付申請を行い、施設が消防法令に適合していることが

確認された後に交付されます。 

 交付申請に当たっては、次の各項目をご確認いただき、事前に所轄消防署（予防担当）

にご相談ください。 

 

１ 適合通知書交付申請の流れ 

  消防法令適合通知書交付の流れは、次のとおりです。 

 

 ○事前相談（消防法令適合の事前確認） 

  ↓ 

 ○適合通知書交付申請（検査日調整） 

  ↓  

○書類審査 

  ↓ 

○検査（立会いが必要） 

 ↓ 

 ○適合通知書交付決定 

  ↓ 

 ○適合通知書交付 

 

２ 施設の消防法令適合について 

  大阪市内において、外国人滞在施設経営事業の用に供する施設の消防法令上の用途は、

消防法施行令別表第 1（5）項イ「旅館、ホテル、宿泊所その他これらに類するもの」と

されます。本用途に適合した消防用設備等の設置、防炎物品の使用及び防火管理者の選

任等が義務付けられることがありますので、事前に所轄消防署（予防担当）にご相談く

ださい。 

  事前相談に当たっては、可能な限り、予定地、建物全体の図面、施設の詳細図面等、

施設の具体的な内容をご準備ください。（具体的な面積や構造等が分からない場合、必要

となる消防用設備等について判断できない場合があります。） 

  



３ 消防法令適合の事前確認について 

  申請に基づき、消防署員が審査及び検査を行います。審査及び検査にかかる項目につ

いて消防法令適合チェックシート（防火管理体制確認シート、消防用設備等確認シート

含む。）に取りまとめています。審査及び検査をスムーズに行うため、申請又は検査に先

立ち、施設の消防法令適合状況を申請者様において、チェックシートを参考に、事前に

確認してください。防火管理体制については建物所有者や管理組合等に確認が必要とな

る場合があります。 

  ・チェックシート（防火管理体制確認シート、消防用設備等確認シート含む。）の各項

目で不明な事項については、事前相談時に消防署担当者から説明を受けてください。 

 ・消防用設備等の設置、防火管理者の届出等、事前の措置が必要となる場合は、検査

時までに必要な措置を講じてください。 

 

４ 消防法令適合通知書交付申請書について 

  交付申請は次の書類を添付して申請してください。 

  ・特定認定の申請書の写し（これから申請しようとするものの写し） 

  ・当該認定にかかる部分の建築図面の写し 

  ・付近見取図 

  ・施設が存する階の平面図、消防用設備等、火気使用設備等配置図 

  ・建物の延べ面積を確認できる資料（建築図面、登記事項証明書等） 

  ・その他（施設・建物の状況により必要になる場合があります） 

 

５ 施設の検査について 

  申請に基づき、消防署員が施設の検査を行います。検査には、申請者（代理人含む）

の立会いが必要となり、あらかじめ日程の調整が必要です。また、共用部分に設置され

ている消防用設備等の状況を確認する必要が生じる場合がありますので、事前に消防署

員の指示を受けてください。 

 

６ 使用開始の届出について 

  施設を新たに使用開始し、建物の用途を変更するときは、大阪市火災予防条例の規定

により「防火対象物使用開始（変更）届出」が必要です。使用開始の７日前までに必ず

大阪市消防長宛て提出してください。提出窓口は所轄消防署（予防担当）です。 

 

７ 消防法令の適合が必要な事項について 

 「施設が消防法令に適合していること」の審査及び検査は、主に次に掲げる事項が対象

となります。施設及び施設が入居する建物の状況により適用される基準が異なる場合が

ありますので、詳細は所轄消防署（予防担当）にご相談ください。 



 

（１） 防火管理体制について（消防法第８条） 

建物全体の収容人員に応じ、管理権原者は防火管理者を選任し、消防計画の作成

その他防火管理上必要な業務を行わせなければなりません。 

管理権原者が複数となり一定の要件に当てはまる場合は、各管理権原者は協議し

て統括防火管理者を選任し、全体の消防計画の作成その他防火管理上必要な業務を

行わせなければなりません。 

防火管理者は、防火管理に関する講習の過程を修了した者等一定の資格が必要で

す。 

防火管理者を選任したとき、消防計画を作成したときは所轄消防署長へ届出が必

要です。外国人滞在施設の入居により、新たに防火管理者の選任が必要となる場合

があります。 

管理権原について、建物所有者や管理組合と協議が必要な場合があります。 

 

（２） 消防用設備等について（消防法第 17条、大阪市火災予防条例第５章） 

建物の規模、用途等に応じて消防用設備等の設置が必要です。外国人滞在施設に

は面積にかかわらず、自動火災報知設備の設置が必須になります。その他の消防用

設備等についても建物の状況に応じ設置が必要となります。 

外国人滞在施設の入居により、建物全体に新たな消防用設備等の設置が必要とな

る場合があります。 

 

（３） じゅうたん・カーテン等の防炎物品の使用について（消防法第８条の３） 

外国人滞在施設で使用するじゅうたん、カーテン、布製ブラインド等は、防炎性

能を有した防炎物品を使用する必要があります。「防炎」マークが表示されているこ

とを確認してください。 

 

（４） こんろ、湯沸設備等の火気使用設備について（消防法第９条、大阪市火災予防条

例第３章） 

こんろ、湯沸設備等の火気使用設備は、建築物等から離隔距離を保って設置する

必要があります。 

（例１）対象となる火気使用設備の例 

 厨房設備、ふろがま、温風暖房機、乾燥設備、給湯湯沸設備等 

（例２）ガスこんろの離隔距離（単位：センチメートル） 

 上方 側方 前方 後方 

不燃以外 100 15 15 15 

不燃 80 0  0 



（５） 消防用設備等の点検について（消防法第１７条の３の３）   

消防用設備等の設置が義務付けられた建物は、当該設備について定期的に点検し、

点検の結果を消防署長に定期的に報告する必要があります。申請時点において、点

検及び報告が適切に行なわれていることを確認してください。 

報告の期間は建物の用途により３年または１年ですが、外国人滞在施設が入居す

る建物の報告の期間は１年となります。 

 

（６） 避難経路図の掲出について（大阪市火災予防条例第５２条） 

宿泊の用に供する各室内の見やすい箇所に、当該室から避難口及び避難器具設置

場所に至る避難経路図の掲出が必要です。 

 

８ 消防法令上の取り扱いが変更されることについての確認 

外国人滞在施設が入居することにより、当該建物に対する消防法令上の取り扱いが変

更になる事項について、建物所有者や管理組合等に確認を行なってください。 

取り扱いが変更になる事項については、事前相談時に消防署担当者から確認してくだ

さい。 

 

（消防法令上の取り扱いが変更になる例） 

・防火管理体制について（変更となる場合） 

・消防用設備等について（変更となる場合） 

・消防用設備等の点検結果の報告期間が 1年に 1回となること 

・消火・避難の訓練の年 2回以上の実施が必要となること 

・消火・避難の訓練を実施する際には所轄消防署への事前通報が必要となること 

・防火対象物点検及び報告が必要となること（必要となる場合） 


